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令和２年度 定期監査・財政援助団体等監査の結果について（報告） 

 

 

地方自治法第 199 条第４項及び第７項の規定により、令和２年度定期監査及び財政

援助団体監査並びに指定管理者監査を実施したので、その結果を同条第９項の規定に

より報告します。 
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中 野 市 監 査 委 員 

 



定 期 監 査 報 告 書 

 

 

１ 監査の対象 

令和２年度上半期の中野市一般会計、特別会計（国民健康保険事業、後期高齢者医

療事業、介護保険事業、倭財産区事業、永田財産区事業、中野財産区事業）、下水道事

業会計及び水道事業会計に係る事務事業 

※上記に関係する全ての部局課室等が対象 

 

２ 監査の着眼点 

監査の実施に当たっては、次の事項を主眼として実施した。 

(1) 共通事項 

市の行財政運営が、次の項目の趣旨にのっとり、公正で合理的かつ効率的に実施

されているかを、住民の視点に立って確認する。 

ア 事務を処理するに当たって、市民の福祉の増進に努めているとともに、最少の

経費で最大の効果を挙げるようにしているか 

イ 組織及び運営の合理化に努めているか 

ウ 法令に違反して事務を処理していないか 

(2) 重点項目 

ア 施設管理等の業務委託について 

イ 第３次中野市行政改革大綱の取組内容、進捗状況等について 

 

３ 監査の主な実施内容 

監査に当たっては、中野市監査基準（令和２年４月１日施行）に準拠して実施した。 

令和２年度上半期（４月１日から９月 30 日までの間）における財務に関する事務の

執行等について、あらかじめ関係部課等に対し関係書類、諸帳簿等の提出を求め、関

係職員から事務の執行状況及び内容等の説明を徴取するとともに、必要に応じて関係

書類の照合等により実施した。また、加えて現地調査も実施した。 

 

４ 監査の実施場所及び日程 

 (1) 実施場所  中野市役所 会議室 21 

(2) 監査日程  令和２年 10 月 27 日 から 11 月 26 日 までの間（10 頁参照） 

 (3) 現地調査  令和３年１月 20 日 中野広域シルバー人材センター、ニチイキッズ

中野保育園、中野みらいく保育園   
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５ 監査の結果   

上記のとおり監査した限りにおいて財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の

管理は、概ね適正かつ効率的に行われているものと認められた。 

収入・支出事務は、一般会計では歳入歳出予算額 309 億 6,524 万 4 千円に対する収

入割合は 48.2％、歳出の執行率は 46.6％となっている。 

特別会計（６会計）では、歳入歳出予算額 102 億 3,876 万 4 千円に対する収入割合

は 39.6％、歳出の執行率は 38.7％となっている。 

企業会計の下水道事業では、歳入予算額 34 億 6,999 万 2 千円に対する収入割合は

31.7％、歳出予算額 40 億 7,580 万 1 千円に対する執行率は 28.7％となっており、水

道事業では、歳入予算額 13 億 3,995 万 3 千円に対する収入割合は 39.3％、歳出予算

額 14 億 7,175 万 9 千円に対する執行率は 24.5％となっている。 

一般会計の歳入のうち、市税は前年度同時期に比べ収入額が4,022万3千余円（1.2％）

の減少となり、収納率は 0.3 ポイント減少している。 

特別会計の歳入のうち、国民健康保険税は前年度同時期に比べ収入額が 2,545 万 3

千余円（5.5％）の減少となり、収納率は 1.1 ポイント増加している。 

歳出については、一般会計、特別会計及び企業会計とも概ね適正に行われている。 

引き続き各事業の実施に当たっては、適期な執行を図り最少の経費で最大の効果を

挙げるよう努めるとともに会計経理等の適正な執行を確保するため、法令遵守の観点

から内部統制及び内部牽制組織の改善若しくは強化を継続的に図る必要がある。 

なお、このほか軽微な改善事項等については、監査当日、関係部課長等に検討を促

したところである。 
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額
）

3,
46
9,

99
2,

00
0

歳
出

4,
07
5,

80
1,

00
0

歳
入

（
調
定
額

）
（

調
定

額
）

1,
33
9,

95
3,

00
0

歳
出

1,
47
1,

75
9,

00
0

（
単
位
：
円
、
％
）

２
年

度
予

算
現

額
（

繰
越

額
含

む
）

令
和
２
年
度
　
特
別
会
計
・
企
業
会
計
予
算
執
行
状
況
及
び
前
年
度
比
較
（
９
月
末
現
在
）

下
水

道
事

業
1,

10
0,

57
8,

07
1

99
9,
77
1,
26
1

1,
17
0,
80
3,
88
3

1
,
1
5
5
,
7
4
4
,
1
8
8

31
.7

27
.6

2
2
.
9

1
6
6
,
0
8
0
,
9
3
2

37
.8

収
支

差
引

額

3
2
4
,
2
2
5
,
7
5
8

52
6,
96
1,
87
8

2
7
.
7
△
 
7
0
,
2
2
5
,
8
1
2
△

 
1
5
5
,
9
7
2
,
9
2
7

2
8
.
7

1
6
9
,
9
0
9
,
8
5
8

収
入

済
額

2
4
.
5

会
計

名

水
道

事
業

39
.3

支
出

済
額

36
0,
88
0,
94
6

49
4,
13
5,
61
6
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資
料
４

調
　

定
　
額

6,
26
8,
59
8,
29
6

6,
30
1,
65
3,
66
1

△
 
3
3
,
0
5
5
,
3
6
5

9
9
.
5

収
　

入
　
額

3,
38
2,
64
4,
13
9

3,
42
2,
86
8,
08
2

△
 
4
0
,
2
2
3
,
9
4
3

9
8
.
8

※

収
入

未
済
額

2,
88
5,
95
4,
15
7

2,
87
8,
78
5,
57
9

7
,
1
6
8
,
5
7
8

1
0
0
.
2

（
内
納
期
到
来

分
）

（
39
8,
38
1,
34
2
）

（
40
9,
33
2,
97
1
）

（
△
 
1
0
,
9
5
1
,
6
2
9
）

（
9
7
.
3
）

収
　

納
　
率

54
.0

54
.3

△
 
0
.
3

（
内
納
期
到
来

分
）

（
88
.5

）
（

90
.0

）
（

△
 
1
.
5
）

調
　

定
　
額

1,
38
3,
16
0,
93
8

1,
51
8,
83
4,
03
5

△
 
1
3
5
,
6
7
3
,
0
9
7

9
1
.
1

収
　

入
　
額

43
9,
04
2,
18
3

46
4,
49
5,
96
9

△
 
2
5
,
4
5
3
,
7
8
6

9
4
.
5

※

収
入

未
済
額

94
4,
11
8,
75
5

1,
05
4,
33
8,
06
6

△
 
1
1
0
,
2
1
9
,
3
1
1

8
9
.
5

（
内
納
期
到
来

分
）

（
30
8,
52
1,
25
5
）

（
34
6,
84
9,
46
6
）

（
△
 
3
8
,
3
2
8
,
2
1
1
）

（
8
8
.
9
）

収
　

納
　
率

31
.7

30
.6

1
.
1

（
内
納
期
到
来

分
）

（
55
.2

）
（

53
.8

）
（

1
.
4
）

調
　

定
　
額

1,
38
0,
08
6,
00
6

1,
51
2,
66
7,
39
9

△
 
1
3
2
,
5
8
1
,
3
9
3

9
1
.
2

収
　

入
　
額

43
8,
87
0,
89
3

46
3,
66
6,
34
2

△
 
2
4
,
7
9
5
,
4
4
9

9
4
.
7

収
入

未
済
額

94
1,
21
5,
11
3

1,
04
9,
00
1,
05
7

△
 
1
0
7
,
7
8
5
,
9
4
4

8
9
.
7

（
内
納
期
到
来

分
）

（
30
5,
61
7,
61
3
）

（
34
2,
20
3,
76
0
）

（
△
 
3
6
,
5
8
6
,
1
4
7
）

（
8
9
.
3
）

収
　

納
　
率

31
.8

30
.7

1
.
1

（
内
納
期
到
来

分
）

（
55
.4

）
（

54
.1

）
（

1
.
3
）

調
　

定
　
額

3,
0
74
,9
32

6,
16
6,
63
6

△
 
3
,
0
9
1
,
7
0
4

4
9
.
9

収
　

入
　
額

17
1,
29
0

82
9,
62
7

△
 
6
5
8
,
3
3
7

2
0
.
6

収
入

未
済
額

2,
9
03
,6
42

5,
33
7,
00
9

△
 
2
,
4
3
3
,
3
6
7

5
4
.
4

（
内
納
期
到
来

分
）

（
2,
9
03
,6
42

）
（

4,
64
5,
70
6
）

（
△
 
1
,
7
4
2
,
0
6
4
）

（
6
2
.
5
）

収
　

納
　
率

5.
6

13
.5

△
 
7
.
9

（
内
納
期
到
来

分
）

（
5.
6
）

（
14
.6

）
（

△
 
9
.
0
）

※
　

市
税
及

び
国
民
健

康
保
険

税
の
収
入
額

は
、
９
月

末
時
点

の
歳

入
歳

出
外

現
金

会
計

に
収

入
済

と
な
っ
た
額
も
含
め
た
も
の
で
あ
る
。

備
考

比
較
増
減
（
A
-
B
）

元
年

度
（

B）
２

年
度
（

A）
科

目
前
年
度
対
比

(
A
/
B
×
1
0
0
)

市
税
及
び
国
民
健
康
保
険
税
の
前
年
度
比
較
　
(
９
月
末
現
在
)

（
内

訳
）

 退
職
被

保
険
者

（
単
位
：
円
、
％
）

（
内

訳
）

 一
般
被

保
険
者

市
税

国
民

健
康

保
険
税
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財政援助団体等監査報告書 

 

 

１ 監査の対象 

 令和元年度の財政援助団体及び指定管理者における出納事務等並びに所管部局の財政

援助団体及び指定管理事務 

(1) 財政援助団体 

補助金の名称 団 体 名 所管課 監査日 

シルバー人材センター事業

補助金 

公益社団法人中野広域シ

ルバー人材センター 
高齢者支援課 

11月27日 

社会教育関係団体活動事業

補助金 

ふるさと冒険クラブ実行

委員会 
子育て課 

信州中野おごっそフェア開

催事業補助金 

信州中野おごっそフェア

実行委員会 
営業推進課 

店舗改修等支援事業補助金

（家賃・改修費補助） 
いなや 営業推進課 

 

(2) 指定管理者 

施設の名称 団 体 名 所管課 監査日 

中野市民体育館ほか 16 体

育施設 
中野市体育協会 

文化スポーツ

振興課 
11月27日 

中野市農村環境改善センタ

ー(帯の瀬ハイツ) 

公益社団法人中野広域シ

ルバー人材センター 
農政課 

 

２ 監査の着眼点 

監査の実施に当たっては、補助金等の目的に沿って適正に使われているか、指定管理

者が目的に沿った運営を行っているかについて、次の項目を主眼として監査を実施した。 

(1) 財政援助団体 

ア 補助金等の財政援助の決定は法令等に適合しているか 

イ 補助金等の交付目的及び補助対象事業の内容は明確であるか 

また、公益上の必要性は充分であるか 

ウ 補助金の額の算定、交付方法、時期及び手続き等は適正であるか 

エ 補助金の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書等によりなされているか 
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(2) 指定管理者 

ア 施設は関係法令（条例を含む）の定めるところにより適切に管理されているか 

イ 協定等に基づく義務の履行は適切に行われているか 

ウ 利用促進のための努力はなされているか 

エ 公の施設の管理に関わる出納関係帳簿、記帳は適正になされているか 

また、領収書類の整備、保存は適切になされているか 

オ 公の施設の管理に関わる管理規定、経理規定等の諸規定は、整備されているか 

 

３ 監査の主な実施内容 

監査に当たっては、中野市監査基準（令和２年４月１日施行）に準拠して実施した。 

(1) 財政援助団体 

店舗改修等支援事業補助金については、交付申請及び実績報告に付された書類に基

づき、所管課の関係職員に説明を求めることにより実施した。その他の補助金につい

ては、補助金交付先の団体からあらかじめ提出を求めた資料に基づき、団体関係者及

び所管課の関係職員に説明を求めるとともに、関係書類の照合等により実施した。 

 

(2) 指定管理者 

指定管理者からあらかじめ提出された資料に基づき、指定管理者及び所管課の関係

職員に説明を求めるとともに、関係書類の照合等により実施した。 

 

４ 監査の結果 

(1) 財政援助団体 

各団体等の出納、その他事務の執行は、概ね適正に処理されていると認められた。 

 

(2) 指定管理者 

指定管理者の出納、その他事務の執行は、概ね適正に処理されていると認められた。 

 

 

  

- 8 -



財政援助団体の業務に関する会計の決算状況（令和元年度） 

（単位：円、％） 

団 体 名 
事業費 

（決算額） 

左のうち 

補助金額 
補助割合 

[シルバー人材センター事業補助金]   

 
公益社団法人中野広域シルバー

人材センター 
389,216,974 18,850,000 4.8 

[社会教育関係団体活動事業補助金]    

 ふるさと冒険クラブ実行委員会 448,338 224,169 50.0 

[信州中野おごっそフェア開催事業補助金]    

 
信州中野おごっそフェア実行委

員会 
21,712,810 15,000,000 69.1 

[店舗改修等支援事業補助金（家賃・改修費補助）]    

 いなや 7,891,200 2,900,000 36.7 

※ 補助割合は、決算額（補助対象経費）に対する補助金額の割合です。 

 

 

指定管理業務に関する会計の決算状況（令和元年度） 

（単位：円） 

施設の名称 
事業費 

（予算額） 

左のうち 

委託料 
決算額 

利 用 

料金制 

中野市民体育館ほか 16体育施設 55,480,000 52,400,000 53,521,318 
不採用 

(指定管理料あり) 

中野市農村環境改善センター 

（帯の瀬ハイツ） 
10,344,942 10,197,000 10,332,016 

不採用 

(指定管理料あり) 

※ 事業費及び決算額は、指定管理者の自主事業を含みます。 

 

資料５ 
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資料６

主な監査事項

10月27日㈫ 9:00 ・総務費 総務部 庶務課

危機管理課

税務課

13:30 ・総務費 会計課

（例月出納検査）

10月28日㈬ 9:00 ・総務費 総務部 政策情報課

新型コロナウイルス感染症生活支援対策室

・総務費　・中野財産区 財政課

13:30 ・消防費 消防部 消防課

・民生費　・国保　・後期高齢 健康福祉部 福祉課

10月30日㈮ 9:00 ・民生費 健康福祉部 社会就労センター

・衛生費 健康づくり課

・民生費　・介護保険 高齢者支援課

13:30 ・総務費　・永田財産区 豊田支所 地域振興課

・民生費 子ども部 子育て課

子ども相談室

保育課

11月18日㈬ 9:00 ・民生費 くらしと文化部 人権センター

人権・男女共同参画課

・総務費　・民生費 市民課

・総務費 消費生活センター

市民協働推進室

13:30 ・総務費 くらしと文化部 中山晋平記念館　

高野辰之記念館　

文化スポーツ振興課

・議会費 議会事務局

11月20日㈮ 9:00 ・農林水産業費　・倭財産区 経済部 農政課　　　　　　

・農林水産業費 農業委員会事務局

13:30 ・農林水産業費 経済部 売れる農業推進室

・総務費　・労働費　・商工費 営業推進課

・衛生費 くらしと文化部 環境課

11月25日㈬ 9:00 ・土木費 建設水道部 道路河川課

都市計画課

13:30 ・下水道　・水道 建設水道部 上下水道課

（例月出納検査）

・総務費 行政委員会事務局

11月26日㈭ 9:30 ・教育費 教育委員会 学校給食センター

学校教育課

13:30 ・教育費 教育委員会 公民館

生涯学習課

図書館

博物館

11月27日㈮ 終日 ・財政援助団体

・指定管理者

期間：令和２年10月27日～11月27日　場所：会議室21

令和２年度 定期監査等日程

日　　時 所　　　　　管
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（参考） 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） （抄） 

 

（職務） 

第 199 条 監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団

体の経営に係る事業の管理を監査する。 

２・３ （略） 

４ 監査委員は、毎会計年度少くとも１回以上期日を定めて第１項の規定による監査をし

なければならない。 

５・６ （略） 

７ 監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があるとき

は、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給そ

の他の財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係る

ものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資しているもので政令で定め

るもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、当

該普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地

方公共団体が第 244 条の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものに

ついても、また、同様とする。 

８ （略） 

９ 監査委員は、監査の結果に関する報告を決定し、これを普通地方公共団体の議会及び

長並びに関係のある教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公

安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員に提出し、かつ、

これを公表しなければならない。 

10 監査委員は、監査の結果に基づいて必要があると認めるときは、当該普通地方公共団

体の組織及び運営の合理化に資するため、前項の規定による監査の結果に関する報告に

添えてその意見を提出することができる。 

11・12 （略） 

資料７ 
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